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 論文内容の要旨 

 

生活行動様式の違いによる最適妥当性健康体力のヘル

スマネジメント 

 我が国における労働者を取り巻く健康についての問題

は，近年増加にある．健康診断における有病率の増加，心

の問題，労働環境とライフスタイル変化に伴う健康問題な

ど様々である．そこで個人の健康を本人が考えることは重

要であるが，事業者も従業員の健康を考えることが重要と

なってきている．しかし事業所によっては従業員の働き方

が多様であり，また従業員一人一人の生活行動様式も多様

であることから、すべてを一律にとらえ健康に対する指導

や計画立案を行うのは大変に難しい． 

 一方でアスリートは，競技スポーツ種目に適した体格，

体力を有するためにトレーニングを行っている．つまりト

レーニングを生活行動様式と捉えると，当然，労働者も，

その仕事内容に適した健康のための最適な体格，体力があ

ると考えられる．そして事業者にとって従業員の健康を維

持・増進するため，従業員の最適な体格・体力を見出すこ

とは重要ではないだろうか．さらに，事業者が従業員の生

活行動様式に見合った最適な体格・体力をマネジメントす

ることができれば事業者・従業員の双方にとって有益とな

ると考えられる．そこで本研究の目的は，実社会で活躍で

きる企業従業員の生活行動様式に着目し，将来的に生活行

動様式が異なるであろう集団を学生時代から特定し，先ず，

学生時代の学部，専攻別集団を対象に体格的特性を検討す

る．そして，これら知見から形態的質差違を導き，学部専

攻別による生活行動様式に見合った形態的特徴と体力を

導くことで，最適健康体力の妥当性を検討する．次に，こ

の理論に基づき，国防に従事する者の体力面を調査，検討

し，比較的ハードな労働が課せられる職種に従事する企業

従業員の健康，体力面を検討することで，企業戦士として

の最適健康体力の妥当性を導くものである．よって，これ

までの一連のプロセスに対して，T&F 理論を適用すること

で，企業従業員の生活行動様式における最適な健康と体力

面を提唱し，ヘルスマネジメントの重要性を論議しようと

するものである． 

 本研究の目的である最適妥当性健康体力を導くために、

基礎研究として第4章から第7章の検討課題ⅠからⅣでそ

の検証を行い、ヘルスマネジメント構築に対する検証は、

第 8章から第 9章の検討課題ⅤからⅥで行っている． 

 第 4 章の検討課題Ⅰでは、生活行動様式によって生じる

形態的質差異が、BMI に対する体脂肪率と筋肉率の両面か

ら評価できることが明らかとなった．また一般大学女子学

生と芸術系大学女子学生において形態的質差異があるこ

とが明確となった． 

 第 5 章、第 6章の検討課題Ⅱ、検討課題Ⅲでは、BMI と

体脂肪率を用いた評価チャートから分類される形態的質

差異の違いにより、体力に違いがあること、中学・高校に

おける運動部活動経験に差があることが明確となった．こ

れらのことから、理工科系大学男子学生、芸術系大学女子

学生の「普通脂肪標準」における最適妥当性体力を検討す

ることが可能となった． 

 第 7 章の検討課題Ⅳでは、一般大学女子学生の経年的ス
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パン評価が構築され、体力における経年変化は認められな

かった．またこれにより一般大学女子学生の妥当性体力を

明確にでき、評価できることが明確となった．これらの検

証により、生活行動様式が違う集団における身体組成バラ

ンスの違いを明確にし、その違いによる体力、運動経験、

疾病との関連から、最適妥当性体力を導いた． 

 第 8 章の検討課題Ⅴでは、海上自衛官男子学生の最適妥

当性体力が明確化され、教育現場における訓練や教務プロ

グラム改善の議論が可能となり、国防教育の生産性の向上

が検討できることが分かった． 

 第 9 章の検討課題Ⅵでは、企業戦士の形態的質バランス

と最適妥当性健康体力が明確となり、最適妥当性健康体力

を獲得・維持するためのヘルスマネジメントに取り組む場

合、視覚化が可能であることから改善の確認が迅速に行う

ことができ、さらに健康改善への意識を喚起できることが

示された． 

 以上の検討課題ⅠからⅥにより本研究では以下の結論

を得た． 

 1.BMI と体脂肪率を用いて構築した評価チャートから，

生活行動様式が異なる集団では形態的質差異があり，また

同一集団における形態的質差異により，体力と運動部活動

経験に差があることから，一つの生活行動様式において

「普通脂肪標準」が妥当な身体組成バランスであり，「普

通脂肪標準」が有する体力が，妥当な最適妥当性健康体力

として導くことができる． 

 2.企業が T&F 理論に則って従業員のヘルスマネジメン

トを実施する際，最適妥当性健康体力を一つの評価基準に

用いた場合，「健康改善システム」から「測定システム」

にまたがる「改善の確認」の可視化が可能であることから，

「分析・評価システム」への素早いフィードバックが行わ

れることで，効果的な健康改善の実践やスムーズな従業員

の健康管理を行うことができると考えられる． 

 3.企業従業員が，最適妥当性健康体力を用いて自身のヘ

ルスマネジメントを行うことで，生活行動様式に見合った

自身の身体組成バランスと体力が明確となり，過度な肥満

や痩身体型を意識することなく，また間違った運動実施に

よる諸問題を低減させることが可能である． 

 今回得た結論は、いくつかの生活行動様式を取り上げた

に過ぎない．今後は「最適妥当性健康体力」の考え方を浸

透させるための方策の検討、生活行動様式の集団における

検証、さらには最適妥当性健康体力を用いた効果検証も必

要となる．  

 

 

 論文審査結果の要旨 
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その仕事内容に適した健康のための最適な体格，体力があ

ると考えられる．そして事業者にとって従業員の健康を維

持・増進するため，従業員の最適な体格・体力を見出すこ

とは重要ではないだろうか．さらに，事業者が従業員の生

活行動様式に見合った最適な体格・体力をマネジメントす

ることができれば事業者・従業員の双方にとって有益とな

ると考えられる．そこで本研究の目的は，実社会で活躍で
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る．そして，これら知見から形態的質差違を導き，学部専

攻別による生活行動様式に見合った形態的特徴と体力を

導くことで，最適健康体力の妥当性を検討する．次に，こ

の理論に基づき，国防に従事する者の体力面を調査，検討

し，比較的ハードな労働が課せられる職種に従事する企業

従業員の健康，体力面を検討することで，企業戦士として

の最適健康体力の妥当性を導くものである．よって，これ

までの一連のプロセスに対して，T&F 理論を適用すること

で，企業従業員の生活行動様式における最適な健康と体力

面を提唱し，ヘルスマネジメントの重要性を論議しようと

するものである． 

 本研究の目的である最適妥当性健康体力を導くために、
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第 8章から第 9章の検討課題ⅤからⅥで行っている． 
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ら評価できることが明らかとなった．また一般大学女子学
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れらのことから、理工科系大学男子学生、芸術系大学女子

学生の「普通脂肪標準」における最適妥当性体力を検討す

ることが可能となった． 
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